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平成１４年３月期      個別財務諸表の概要 平成１４年５月２４日 

  
会 社 名 日本ミクロコーティング株式会社 登録銘柄  
コ ー ド 番 号 ５３８１  本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.mipox.co.jp）  
問 い 合 せ 先 責任者役職名 専務取締役  
 氏 名 礪波時夫 ＴＥＬ（０４２）５４３－４７１１ 
決算取締役会開催日 平成１４年５月２４日 中間配当制度の有無 有  ・  無 
定時株主総会開催日 平成１４年６月２６日 単元株制度採用の有無 有 (1 単元 100 株)・無 
 
１．１４年３月期の業績（平成 13 年 4 月 1 日 ～ 平成 14 年 3 月 31 日） 
（１）経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨て 

 売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
14 年 3 月期 3,671 (△46.5) △201 (  ―  ) △159 (  ―  ) 
13 年 3 月期 6,858 (  22.4) 1,664 (  64.8) 1,831 ( 110.4) 
 
 

当 期 純 利 益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当 期 純 利 益 率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
14 年 3 月期 △137 (  ―  ) △26  16 ― △1.8 △1.2 △4.3 
13 年 3 月期 1,030 ( 193.6) 284  50 ― 19.4 16.9 26.7 
(注)１．期中平均株式数 14 年 3 月期 5,268,271 株 13 年 3 月期 3,623,466 株  
２．会計処理の方法の変更 有  ・  無 
３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）配当状況  

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本  

 中 間 期 末 （年 間） 
配当性向 

配 当 率 
 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％ 
14 年 3 月期 15  00 ― 15  00 80 ― 1.0 
13 年 3 月期 20  00 ― 20  00 89 8.6 1.1 
 
（３）財政状態  

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 
14 年 3 月期 12,289 7,604 61.9 1,424 21 
13 年 3 月期 13,520 7,899 58.4 1,772 53 
（注）１．期末発行済株式数      14 年 3 月期  5,339,171 株       13 年 3 月期  4,456,800 株 
２．期末自己株式数        14 年 3 月期      8,989 株 

 
２．１５年３月期の業績予想（平成 14 年 4 月 1 日 ～ 平成 15 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  売 上 高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 1,600 △150 △200 ― ― ― 

通 期 4,500 35 50 ― 15  00 15  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）9円 36 銭 
 
＊上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付書類の８ページを参照して下さい。 

  

 

店 
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平成１４年５月２４日 

日本ミクロコーティング株式会社 

 

 

 

 

 

平成 13 年度（2001 年度） 
単 独 決 算 概 要 

 

 

 

  
平成 13 年 3 月期 
(2001 年 3 月期) 

 

自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 3 月 31 日 

 
平成 14 年 3 月期 
(2002 年 3 月期) 

 

自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 3 月 31 日 

前 期 比 

増 減 率 

売 上 高 
百万円 

6,858 

百万円 

3,671 

％ 

▲ 46.5 

営 業 利 益 1,664 ▲ 201 ―  

経 常 利 益 1,831 ▲ 159 ―  

当 期 純 利 益 1,030 ▲ 137 ―  

    

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

円 

284.50 

円 

▲ 26.16 

％ 

―  
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６．個 別 財 務 諸 表  
（１） 貸 借 対 照 表 （単位：千円） 

第    71    期 
(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

第    72    期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

期      別      
科      目 

金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 金 額 
（△印減） 

（資  産  の  部）  ％  ％  
Ⅰ  流  動  資  産       
１ 現 金 及 び 預 金  5,768,696  3,525,650  △2,243,046 
２ 受 取 手 形  258,357  235,812  △22,545 
３ 売 掛 金  2,072,064  1,164,598  △907,465 
４ 商 品  158,595  194,902  36,307 
５ 製 品  77,966  64,185  △13,781 
６ 半 製 品  139,010  130,240  △8,769 
７ 原 材 料  151,509  128,516  △22,992 
８ 仕 掛 品  19,099  19,587  488 
９ 貯 蔵 品  7,785  12,683  4,897 
10 前 渡 金  22,792  58,065  35,272 
11 前 払 費 用  18,969  19,367  397 
12 繰 延 税 金 資 産  93,173  138,834  45,661 
13 関係会社短期貸付金  112,688  39,938  △72,750 
14 未 収 入 金  16,164  93,168  77,003 
15 そ の 他  55,721  258  △55,463 
16 貸 倒 引 当 金  △9,570  △3,510  6,060 
    流 動 資 産 合 計  8,963,026 66.3 5,822,300 47.4 △3,140,725 
Ⅱ  固  定  資  産       
１ 有 形 固 定 資 産       
(1) 建 物  1,110,843  2,911,859  1,801,016 
(2) 構 築 物  31,010  124,729  93,718 
(3) 機 械 及 び 装 置  247,202  456,490  209,288 
(4) 車 両 運 搬 具  21,885  16,463  △5,421 
(5) 工 具 器 具 備 品  59,692  59,956  264 
(6) 土 地  1,270,743  1,279,083  8,340 
(7) 建 設 仮 勘 定  322,370  25,243  △297,126 
    有 形 固 定 資 産 合 計  3,063,747 22.6 4,873,827 39.7 1,810,079 
２ 無 形 固 定 資 産       
(1) 特 許 権 18,988  16,491  △2,497 
(2) ソ フ ト ウ ェ ア 20,040  20,138  98 
(3) 電 話 加 入 権 1,416  1,601  184 
    無 形 固 定 資 産 合 計  40,445 0.3 38,230 0.3 △2,214 
３ 投資その他の資産       
(1) 投 資 有 価 証 券  157,680  98,375  △59,305 
(2) 関 係 会 社 株 式  794,246  794,246  ― 
(3) 出 資 金  20,060  60  △20,000 
(4) 関係会社長期貸付金  77,708  156,688  78,979 
(5) 長 期 前 払 費 用  7,694  62,502  54,808 
(6) 繰 延 税 金 資 産  176,462  217,522  41,059 
(7) 保 険 積 立 金  131,430  142,665  11,235 
(8) ゴ ル フ 会 員 権  41,273  36,773  △4,500 
(9) そ の 他  60,731  62,218  1,487 
(10) 貸 倒 引 当 金  △13,583  △15,663  △2,080 
 投資その他の資産合計  1,453,703 10.8 1,555,389 12.6 101,685 
    固 定 資 産 合 計  4,557,896 33.7 6,467,447 52.6 1,909,550 
    資 産 合 計  13,520,922 100.0 12,289,748 100.0 △1,231,174 
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 （単位：千円） 
第    71    期 
(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

第    72    期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

期      別      
科      目 

金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 金 額 
（△印減） 

（負  債  の  部）  ％  ％  
Ⅰ  流  動  負  債       
１ 支 払 手 形  24,770  ―  △24,770 
２ 買 掛 金  962,413  549,822  △412,591 
３ 短 期 借 入 金  1,490,000  600,000  △890,000 
４ １年以内返済長期借入金  344,140  589,596  245,456 
５ 未 払 金  249,895  103,953  △145,942 
６ 未 払 費 用  6,367  6,958  591 
７ 未 払 法 人 税 等  598,497  2,290  △596,207 
８ 預 り 金  17,206  7,874  △9,331 
９ 前 受 金  ―  139,919  139,919 
10 賞 与 引 当 金  131,500  81,000  △50,500 
11 設 備 支 払 手 形  143,142  400,857  257,715 
12 そ の 他  5,008  1,472  △3,535 

    流 動 負 債 合 計  3,972,942 29.4 2,483,744 20.2 △1,489,197 
Ⅱ  固  定  負  債       
１ 長 期 借 入 金  1,275,040  1,796,546  521,506 
２ 退 職 給 付 引 当 金  102,567  117,119  14,552 
３ 役員退職慰労引当金  270,575  288,235  17,660 

    固 定 負 債 合 計  1,648,182 12.2 2,201,900 17.9 553,718 
    負 債 合 計  5,621,124 41.6 4,685,645 38.1 △935,478 

       
（資  本  の  部）      

Ⅰ  資 本 金  1,998,700 14.8 1,998,700 16.3 ― 
Ⅱ  資 本 準 備 金  2,953,700 21.8 2,953,700 24.0 ― 
Ⅲ  利 益 準 備 金  40,000 0.3 60,000 0.5 20,000 
Ⅳ  その他の剰余金       
(1) 任 意 積 立 金       
１ 別 途 積 立 金  1,550,000  2,300,000  750,000 
(2) 当 期 未 処 分 利 益  1,349,893  317,938  △1,031,954 
  その他の剰余金合計  2,899,893 21.4 2,617,938 21.3 △281,954 
Ⅴ  その他有価証券評価差額金  7,504 0.1 2,416 0.0 △5,087 
Ⅵ  自 己 株 式  ― ― △28,653 △0.2 △28,653 
  資 本 合 計  7,899,798 58.4 7,604,102 61.9 △295,695 
  負 債 ・ 資 本 合 計  13,520,922 100.0 12,289,748 100.0 △1,231,174 
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（２） 損 益 計 算 書 （単位：千円） 
第    71    期 第    72    期 
自 平成 12 年 4 月  1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

自 平成 13 年 4 月  1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

期      別 

科      目 
金 額 百分比 金 額 百分比 

増 減 金 額 
（△印減） 

  ％  ％  

Ⅰ 売    上    高  6,858,286 100.0 3,671,319 100.0 △3,186,966 

Ⅱ 売  上  原  価  3,505,721 51.1 2,345,545 63.9 △1,160,175 

売 上 総 利 益  3,352,565 48.9 1,325,773 36.1 △2,026,791 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,687,720 24.6 1,527,712 41.6 △160,008 

営業利益又は営業損失(△)  1,664,844 24.3 △201,938 △5.5 △1,866,782 

Ⅳ 営 業 外 収 益  361,324 5.3 88,827 2.4 △272,496 

１受 取 利 息  12,981  9,033  △3,948 

２為 替 差 益  333,511  60,765  △272,746 

３雑 収 入  14,831  19,029  4,198 

Ⅴ 営 業 外 費 用  194,450 2.8 46,434 1.3 △148,015 

１支 払 利 息  94,086  35,230  △58,855 

２新 株 発 行 費  32,076  3,773  △28,303 

３株 式 公 開 費 用  31,782  ―  △31,782 

４投資有価証券評価損  29,123  5,711  △23,411 

５雑 損 失  7,380  1,718  △5,661 

   経常利益又は経常損失(△)  1,831,718 26.8 △159,545 △4.4 △1,991,263 

Ⅵ 特  別  利  益  ― ― 5,980 0.2 5,980 

１貸 倒 引 当 金 戻 入 益  ― ― 5,980  5,980 

Ⅶ 特  別  損  失 38,052 0.6 61,456 1.7 23,403 

１固 定 資 産 除 却 損  11,848  10,223  △1,625 

２投資有価証券評価損  ―  44,733  44,733 

３貸倒引当金繰入額  13,273  2,000  △11,273 

４ゴルフ会員権評価損  12,930  4,500  △8,430 

 
税 引前当期純利益 
又は税引前当期純損失(△) 

 1,793,665 26.2 △215,021 △5.9 △2,008,687 

 法人税、住民税及び事業税  827,724 12.1 5,835 0.2 △821,889 

 法 人 税 等 調 整 額  △64,942 △0.9 △83,037 △2.3 △18,094 

 当期純利益又は当期純損失 (△ )  1,030,884 15.0 △137,819 △3.8 △1,168,704 

 前 期 繰 越 利 益  319,009  455,758  136,749 

 当 期 未 処 分 利 益  1,349,893  317,938  △1,031,954 
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（３） 利 益 処 分 案 （単位：千円） 
第    71    期 

（平成 13 年３月期） 

第    72    期 

（平成 14 年３月期） 
期    別 

科    目 
金    額 金    額 

増減金額 
(△印減) 

       

Ⅰ 当期未処分利益  1,349,893  317,938 △1,031,954 
       
Ⅱ 利 益 処 分 額      
１ 利 益 準 備 金 20,000  ―   
２ 配 当 金 89,135  80,087   
  １株につき 20 円  １株につき 15 円   

  普通配当 15 円  普通配当 15 円   
  記念配当 5 円  記念配当 －円   
３ 役 員 賞 与 金 35,000  ―   
 (うち監査役賞与金) （   ―   ）  （   ―   ）   
４ 任 意 積 立 金      
 別 途 積 立 金 750,000 894,135 ― 80,087 △814,047 

Ⅲ 次期繰越利 益  455,758  237,851 △217,907 
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重要な会計方針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式･･････移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの･･････決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの･･････移動平均法による原価法 
 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
デリバティブ 
時価法 

 
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商品（機械を除く）、製品、半製品、仕掛品及び原材料    総平均法に基づく原価法 
商品（機械）    個別法に基づく原価法 
貯  蔵  品      先入先出法に基づく原価法 

 
４．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
定率法 
但し、平成10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用
しております。 

（２）無形固定資産 
定額法 
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。 

 
５．繰延資産の処理方法 
新株発行費 
支出時に全額費用処理しております。 

 
６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。 

 
７．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し
ております。なお、会計基準変更時差異は発生しておりません。 

（４）役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に充てるために、商法第２８７条ノ２に規定する引当金として、社内
規定に基づく期末要支給額の全額を引当て計上しております。 
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８．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

９．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法 
原則として繰越しヘッジ処理を採用しております。 
なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しており
ます。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
当事業年度にヘッジ会計を摘要したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 
ヘッジ手段･･･金利スワップ 
ヘッジ対象･･･借入金 

（３）ヘッジ方針 
デリバティブ取引に関する権限規定日当社内規に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動スワップ
を一定の範囲内でヘッジしております。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー
変動の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価
しております。 
但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 
10．消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 
 

追 加 情 報 
従来、流動資産の「その他」に含めておりました「自己株式」（28,653 千円）は、財務諸表等規則の改
正により当期から資本に対する控除項目として資本の部の末尾に記載しております。 
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注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 
 

第    71    期 
(平成13年３月31日現在) 

第    72    期 
(平成14年３月31日現在) 

1. 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次の
とおりであります。 
 

1. 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次の
とおりであります。 
 

  (1) 担保に供している資産 
建 物 1,082,506千円 

構 築 物 31,010千円 
土 地 765,918千円 
投 資 有 価 証 券 111,542千円 

 

  (1) 担保に供している資産 
建 物 551,640千円 

構 築 物 6,454千円 
土 地 348,937千円 
投 資 有 価 証 券 53,640千円 

  
  (2) 上記に対応する債務 

短 期 借 入 金 1,490,000千円 

１年以内返済予定長期借入金 344,140千円 
長 期 借 入 金 1,275,040千円 
保 証 債 務 45,900千円 

  

  (2) 上記に対応する債務 
短 期 借 入 金 600,000千円 

１年以内返済予定長期借入金 589,596千円 
長 期 借 入 金 1,796,546千円 
保 証 債 務 32,987千円 

  
2. 関係会社に対する主な資産は、次のとおりであります。 

売 掛 金 1,151,662千円 

  

2. 関係会社に対する主な資産は、次のとおりであります。 
売 掛 金 419,627千円 

  

3. 有形固定資産の減価償却累計額 

1,871,359 千円 

3. 有形固定資産の減価償却累計額 

2,108,116 千円 
 

4. 会社が発行する株式の総数 
 13,800,000株 
発行済株式の総数  
 4,456,800株 

  

4. 会社が発行する株式の総数 
 13,800,000株 
発行済株式の総数  
 5,348,160株 

  
5. 保証債務 
 次のとおり金融機関からの借入金に対し、債務保証
を行っております。 

 
マイポックス・インターナショ
ナル・コーポレーション  

 45,900千円 
 

5. 保証債務 
 次のとおり金融機関からの借入金に対し、債務保証
を行っております。 

 
マイポックス・インターナショ
ナル・コーポレーション  

 32,987千円 
 

 
6.  自己株式                             296千円 

 
6.  自己株式                           ―  千円 

 
7.  期末日満期手形の処理 
期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理し
ております。 
なお、当期末日は金融機関の休日であったため次
の満期手形が期末残高に含まれております。 
受 取 手 形 39,014千円 
 
  

 

 
7.  期末日満期手形の処理 
期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理し
ております。 
なお、当期末日は金融機関の休日であったため次
の満期手形が期末残高に含まれております。 
受 取 手 形 21,441千円 
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（損益計算書関係） 
 

第    71    期 
自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日 

第    72    期 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日 

1. 関係会社との取引 
売 上 高 2,692,944千円

仕 入 高 76,331千円
販 売 手 数 料 33,516千円
受 取 利 息 8,636千円

  

1. 関係会社との取引 
売 上 高 1,056,075千円

仕 入 高 30,028千円
受 取 利 息 6,506千円
受 取 配 当 金 733千円

  
2. 研究開発費の総額 
  一般管理費及び当期製造費用に
  含まれる研究開発費 422,270千円

  

2. 研究開発費の総額 
  一般管理費及び当期製造費用に 
  含まれる研究開発費 410,702千円

  
3. 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 
建 物                         675千円
機 械 装 置 10,078千円
車 両 運 搬 具 19千円

工 具 器 具 備 品 1,074千円

計 11,848千円
 
 

3. 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 
建 物 6,708千円
機 械 装 置 2,330千円
車 両 運 搬 具 312千円

工 具 器 具 備 品 871千円

計 10,223千円
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Ⅰ  リース取引関係 

第    71    期 
自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日 

第    72    期 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日 

1.  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引に係
る注記 

 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期 末 残 高 

相 当 額 

 千円 千円 千円 

機械及び 

装    置 
151,868 87,156 64,710 

工具器具

備    品 
130,160 64,382 65,778 

ソ フ ト 

ウ ェ ア 
9,862 2,555 7,306 

合    計 291,891 154,094 137,795 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額 
１ 年 内 47,733 千円 

１ 年 超 95,230  

合 計 142,963  

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 
支 払 リ ー ス 料 56,086 千円 

減 価 償 却 費 相 当 額 49,589  

支 払 利 息 相 当 額 6,264  

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

 

 

 
 

1.  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引に係
る注記 

 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期 末 残 高 

相 当 額 

 千円 千円 千円 

機械及び 

装    置 
67,560 23,088 44,471 

工具器具

備    品 
123,960 84,747 39,213 

ソ フ ト 

ウ ェ ア 
9,862 4,288 5,573 

合    計 201,383 112,123 89,259 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額 
１ 年 内 33,197 千円 

１ 年 超 60,587  

合 計 93,784  

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 
支 払 リ ー ス 料 51,855 千円 

減 価 償 却 費 相 当 額 45,855  

支 払 利 息 相 当 額 5,505  

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 
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Ⅱ  有価証券関係 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

Ⅲ  税効果会計 

第    71    期 
(平成13年３月31日現在) 

第    72    期 
(平成14年３月31日現在) 

 
1.  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別内訳 

 
繰延税金資産  
未払事業税損金不算入額 54,862 千円 
役員退職慰労引当金損金不算入額 113,641 千円 
その他 106,566 千円 

繰延税金資産合計 275,070 千円 

 
繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 

 
△5,434千円 

繰延税金負債合計 △5,434千円 

 
繰延税金資産の純額 269,636千円 

 
2.  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内
訳 

 
法定実効税率 42.0％ 
（調整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％ 
その他 △0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.5％ 

 
 

 
1.  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別内訳 

 
繰延税金資産  
繰越欠損金 120,634 千円 
役員退職慰労引当金損金不算入額 121,058 千円 
その他 116,414 千円 

繰延税金資産合計 358,107 千円 

 
繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金  

 
△1,749千円 

繰延税金負債合計 △1,749千円 

 
繰延税金資産の純額 356,357 千円 

 
2.  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内
訳 

 
当期は税引前当期純損失を計上しておりますの
で、該当事項はありません。 
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Ⅳ  １株当たり指標遡及数値 

個別財務諸表の概要に記載されている１株当たり指標を平成14 年３月期の数値を100 として、これまでに

実施した株式分割等に伴う希薄化を修正・調整した数値を表示しますと以下のとおりとなります。 

平成 13 年３月期 平成 14 年３月期  

中   間 期   末 中   間 期   末 

 

１株当たり当期純利益 

１ 株 当 た り 配 当 金 

１ 株 当 た り 株 主 資 本 

 

円   銭 

150   63 

―    

787   64 

円   銭 

241   06 

16   67 

1,477   11 

円   銭 

7   40 

―    

1,455   88 

円   銭 

△25   77 

15   00 

1,424   21 

(注)  平成 14 年３月期の株式分割 

効力発生日 平成 13 年５月 21 日に 1:1.2 の株式分割 

 

Ⅴ  当期における発行済株式数の増加又は減少について 

年  月  日 増 資 額 
増 資 後 

資 本 金 

増資・株式 

分割後発行 

済株式総数 

摘             要 

 

 

平成 13 年５月 21 日 

千円 

 

― 

千円 

 

1,998,700 

株 

 

5,348,160 

（株式分割） 

平成 13 年５月 21 日付で、株式１株につき 1.2 株の

分割を行っております。 

この分割により増加した株式数は891,360 株であり

ます。 
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７．役 員 の 異 動 

 

該当事項はありません。 

 


